
（１）現状と課題
圏域の総土地面積に占める森林面積の割合は60％で、県全体の78％と比較すると低く、また、民有

林面積は58,494haで、このうちの約36％を占める21,055haが人工林となっています。
平成22年度の圏域原木＊生産量は約7,000㎥ (うち木材生産団地内約4,000㎥ )で、年間成長量約

20万㎥の3.5％と低位な状況です。
原木の主な出荷先はＡ材が市場や製材所、Ｂ材が合板工場、広葉樹やＣ材がチップ工場などとなって

います。
圏域の２森林組合は「斐伊川流域森林組合納材協議会」の構成員として平成20年度から合板用原木の
安定供給に取り組んでおり、２組合の平成22年度納材実績は約700㎥で計画量の約50％の状況です。
圏域製材業者による平成22年次の製品生産量は約5,200㎥で、国産材が約3,900㎥、外材が1,300

㎥と国産材比率が高い状況です。
住宅用木材の需要は県都松江市、米子市など中海圏域の消費地に支えられていますが、製材業はこう

した近隣消費地に限定した小規模な形態となっています。
松江圏域ではこれまで循環型林業の確立を目指し「木材生産団地化推進プロジェクト」による効率的

に伐採できる森林の確保と、「地域材供給システム構築プロジェクト」による公共建築や地域材住宅等
の需要への地域材供給体制構築に取り組んできました。
その結果、民有林面積の約25％に相当する木材生産団地の設定や、公共施設や一般住宅での松江圏

域木材の利用が進むなど、一定の成果を上げることができました。
引き続き循環型林業を確立するため、今後は木材生産の増産と健全な森づくり、及び県産材製品の需

要拡大等に強力に取り組む必要があります。

（２）重点的取組の展開方向
①原木生産振興  ～原木生産の増産と健全な森林づくり～
原木生産の増産と健全な森林づくりによる循環型林業の確立に向け、施業集約化による間伐＊材の

低コスト生産、森林組合と素材生産業者との連携による主伐＊～再造林の実施等を推進します。
また、人材育成や高性能林業機械＊導入による木材生産体制の強化、作業道＊開設による生産基盤

の整備を進めます。

②木材製品加工体制強化　～県産材製品の需要拡大～
山陰最大の消費地である中海圏域における県産材シェアの拡大を図るため、「顔の見える木材での

家づくり活動」や公共建築等における木造化・木質化を推進します。
また、新たな需要先として大きな需要のある都市圏域などへの販路及び需要を開拓するため、高次

加工施設の導入等による木材加工体制の強化や新製品の開発等に取り組みます。

③地域資源活用
菌床シイタケや原木シイタケ、島田タケノコなど既存の特用林産物の生産振興による一層の林業所

得の向上を目指し、周年栽培や生産者の確保、販路の開拓に取り組み、新たな特用林産物の生産振興
も検討します。
また、木質バイオマス＊資源のエネルギー利用等の検討も進めます。

④県民参加の森づくり
県民・企業等による森づくりや森林再生を支援し、「島根CO2吸収・固定量認証制度＊」の活用も

進めます。

２　松江圏域（森林・林業）
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（３）主な指標の将来見通

（４）推進体制

（５）地域プロジェクト
① 木材生産倍増プロジェクト
② 県産材製品の新たな需要拡大プロジェクト

項　　目 H22 → H27 備　　　考
１　原木生産 ①木材生産団地からの原木生産量(㎥ ) …4,085 → 8,000

２　森林整備
①間伐材を搬出した区域の面積
　（木材生産団地内）(ha)

23 → 90

３　地域資源活用 ①しいたけ生産量(t) 70 → 80

木材生産倍増プロジェクト

県産材製品の新たな需要拡大プロジェクト

島根県東部地域森林・林業振興推進会議（及び松江地域部会）
[構成員]　市町（６）、森林組合（６）、木材協会支部（６）、県

また、斐伊川流域林業活性化センターを中心に、新たな「斐伊川水系水源の森づくり」にも取り組
みます。

⑤安全安心な暮らしの確保
農林連携及び集落単位での被害防除等により鳥獣被害の軽減を図ります。
また、保安林管理や治山事業等により森林の公益的機能の維持増進を図ります。
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１　目的と取組

　目　的

  人工林等の森林資源の充実や合板用原木需要の増加など、地域材利用にとって追い風の状況にある
一方で、原木価格の低迷などから当地域における木材生産活動は低位であり、需要に対応できる供給が
なされている状況ではない。
　しかしながら、H18～H23の木材生産団地化推進ＰＪにおける各種取組により木材生産量は増加傾向にあ
る。今後も施業集約化による低コスト木材生産、森林組合と素材生産業者の連携による伐採などにより、さ
らなる木材生産量増加に向け取り組むとともに、伐採～利用～植栽・保育の循環型林業を推進する。

　課　題

■森林所有者や森林境界の把握が困難になりつつあることから、これらの森林情報の整備を行い施業の
  集約化を推進する必要がある。
■効率的な作業システムの検討、森林組合と素材生産業者との連携等により木材生産コストの縮減を図
  り、森林所有者への利益還元を行う必要がある。また、その実現に向けた人材育成、木材生産体制等の
  整備が必要である。
■循環型林業の実現に向け、伐採と確実な更新の仕組みづくりが必要である。

　取　組

○集約化の促進
　　森林情報（資源、境界等）のデータ整備、及び森林所有者との合意形成を行い森林経営計画の作成を
　促進する。
○主伐を含む伐採の促進
　　低コストでの木材生産に向け、路網整備、高性能林業機械の整備等を行うとともに、コスト分析、作業シ
　ステム等の検討を継続的に実施していく。また、森林組合と素材生産業者等との連携による伐採（委託伐
　採）を推進するとともに原木の安定的な出荷に資するための安定供給協定の継続について調整を図る。
○循環型林業を実現するためのシステムづくり○循環型林業を実現するためのシステムづくり
　　永続的な森林経営、管理の仕組みづくりの構築を関係機関で検討するとともに、伐採跡地の確実な再
　生を図る。そのために、低密度植栽及び林地残材活用を取り入れた地拵え経費縮減などによる低コスト
　造林の実施を目指す。
○人材育成、木材生産体制整備
　　木材の安定生産に向け、森林施業プランナーの育成、技術者の育成、高性能林業機械導入を図る。

　関係・連携するプロジェクト

○県産材製品の新たな需要拡大（松江）
○主伐促進による原木増産（県）
○木材産業の強化（県）

木材生産倍増プロジェクト会議

松江八束森林組合・しまね東部森林組合

島根県東部農林振興センター

松江市、安来市

木材協会松江八束支部・安来支部

島根県林業公社、斐伊川流域林業活性化センター

中山間地域研究センター

木材生産倍増プロジェクト
松江－1

１　目的と取組

２　推進体制
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���組�����的��計画

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

主伐を含む伐採の促進

民間事業体との連携
に向けた仕組みと
ルールづくり

森林組合、素材生産
業者、東部農振C

安定供給協定の継続
と内容の充実

森林組合、合板会社、
製材業者、東部農振
C

生産性向上に向けた
コスト分析、作業シス
テムの評価・検討

森林組合、東部農振
C、中山間地域研究C

路網整備の推進 森林組合等

取組項目 具体的行動 主な実施主体

集約化の促進

集約候補地の選定・
森林情報のデータ整
備

森林組合等、東部農
振C

森林所有者との合意
形成

森林組合等

森林経営計画の作成 森林組合等

循環型林業を実現するためのシス
テムづくり

低コスト造林に向けた
施業方法の選定・指
導

東部農振C、中山間
地域研究C

永続的な森林経営・
管理の仕組みづくり

市、森林組合、素材生
産業者、東部農振C

森林施業プランナー
の育成

森林組合、東部農振
C

��成���（����）

→

森林組合等、東部農
振C

育成

技術者の育成

高性能林業機械の導
入・更新

目標（Ｈ２７）

　木材生産量 7,151㎥ 14,000㎥

項　　　　　　　　　目 現況（Ｈ２２）

森林組合等

人材育成、木材生産体制整備

プ����トの��

【民有林】

・森林経営計画の作成
・路網の整備
・高性能林業機械の導入
・低コスト造林施業の導入森

林
組
合

★森林施業プランナー、技
術者の養成
★低コスト生産に向けたコ
スト分析、作業システム改
善

永続的な森林経営・管理のモデル実施

製
材
所
・
合
板
工
場
・

チ
ッ
プ
工
場
等

地域材

木材生産団地（集約化区域）

素
材
生
産
業
者

東部農林振興センター・市・斐伊川流域林業活性化センター等

連携

安定供給協定

３　取組項目と具体的行動計画

４　成果指標（数値目標）
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１　目的と取組

　目　的

　山陰最大の消費地である中海圏域にありながら、景気の低迷等による新設住宅着工戸数の減少、非木
造住宅や大手ハウスメーカー住宅の増加による住宅需要の変化に伴い、当地域の製材業者が過去１５年
で半減するなど、県産材の加工及び供給体制が減退傾向にある。
　県産材需要の拡大を図るためには、県産材を製品として出荷する木材産業を活性化する必要があること
から、中海圏域における木材需要に占める県産材シェアの拡大を図るとともに、県外への新たな販路・需
要の開拓を進める。

　課　題

■当地域の製材業者は、地元工務店への製材品供給を主体としてきた典型的な受注生産業態であるだ
   けでなく、小規模零細で経営基盤が脆弱であることから、新規需要の拡大に必要な製品開発や販路開
   拓等への取り組みが低調である。
■県産材需要の維持・増大には、中海圏域における県産材を使用した木造住宅における県産材シェアを
   拡大するだけでなく、県外の木造住宅へ製品として供給するなど新たな需要を開拓する必要がある。

　取　組

○県産原木の流通合理化
   素材生産者と製材業者との取引協定など新たな原木流通の検討や仕組みづくりを行い、製材用原
木の低コスト及び安定供給体制を構築する

２　推進体制

 木の低コスト及び安定供給体制を構築する。
○県産木材の加工体制強化

   高次加工施設の導入や当該施設及び技術等を使いこなせる人材の育成・確保を図る。また、それら
 施設や技術を活用した新たな製品の開発を促進する。

○県産木材製品の県外出荷拡大
   大きな木材需要のある都市圏域等への販路や出荷チャンネルの拡大を進めるとともに、新製品開発

 後の販売戦略を検討する。
○中海圏域における県産木材製品シェアの拡大

   「顔の見える木材での家づくり活動」による県産材を活用した木造住宅建築を推進するとともに、関
 係者間の連携による公共建築物や民間建築物の木造化、木質化を推進する。

　新規需要拡大に意欲的に取り組む製材業者等に対し、関係機関（島根大学、島根県中山間地域研究セ
ンター、島根県産業振興財団等）と協同で必要な支援を行う。

　関係・連携するプロジェクト

県産材製�の������大プ�����
松江��

松江�域�松江市�安来市�

島根大学・島根県中山間地域研究センター等

素材生産者顔の見える木材での家づくりグループ

東部農林振興センター 松江市・安来市

製
材
業

者

連携

支援

支援・調整

○木材生産倍増（松江）
○木材産業の強化（県）

県産材製品の新たな需要拡大プロジェクト
松江－2

１　目的と取組

２　推進体制
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�　取�����������

Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７主な実施主体

県産原木の流通合理化

安定的な新たな原木
流通の枠組みの検討

製材業者、素材生産
者、東部農振Ｃ

素材生産者との取引
協定による安定取引

製材業者、素材生産
者

取組項目 具体的行動

新製品の商品化 製材業者

県産木材の加工体制強化

高次加工施設の導入
等

製材業者

新製品開発
製材業者、中山間地
域研究Ｃ，東部農振Ｃ

中海圏域における県産木材製品
シェアの拡大

顔の見える木材での
家づくり活動

顔の見える木材での
家づくり活動グループ

公共建築物や民間建
築物の木造化、木質
化の推進

各市、各木材協会支
部、東部農振Ｃ

県産木材製品の県外出荷拡大

都市圏域等への販路
開拓

製材業者

出荷チャンネルの拡
大

製材業者

�　����������

→

→

　　

　　

　顔の見える木材での家づくり活動グループの木造住
　宅着工戸数［累計］

60戸 90戸

項　　　　　　　　　目 現況（Ｈ２２） 目標（Ｈ２７）

　県産材製品県外出荷量 240㎥ 420㎥

プ�����の��

中海圏域

都市圏域

顔の見える木材で

素材生産者
松江市

安来市

↑
連携
↓

東部農林

振興ｾﾝﾀｰ

↑
連携
↓

研究機関等

��

商社・大手ビル
ダー等

製材所 ���大

連

携

高次加
工施設 販路

開拓

流通
合理化

新製品

連

携

出荷
ﾁｬﾝﾈﾙ

安定
取引

顔の見える木材で

の家づくりグループ

３　取組項目と具体的行動計画

４　成果指標（数値目標）
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